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二次予防事業の対象者把握事業

４節　誰もが充実した生涯をおくることのできる流山（市民福祉の充実） 主管課 介護支援課

会計 小事大事

０８

目項

０３ ０１ ０１ ０１ ０８

対象

要介護・要支援認定をうけていない65歳以上の市民を対象に、「介護予防のための基本
チェックリスト」を行い、生活機能の低下のある方（二次予防事業対象者）を選び出す。ま
た、チェックリスト未返送者に対し、訪問等を実施し、支援の必要な者を早期に発見し、支
援に結びつける。

平成22年8月に地域支援事業実施要綱の改正があり、チェックリストにより全対象者につい
て情報収集を行うことが望ましいとされたため、平成23年度からチェックリスト未回収者へ
の訪問を実施し、支援が必要な高齢者の把握に努めている。

生活機能が低下している高齢者の把握と実態調査

主管課長早川　仁高齢者や障害者がいきいき暮らせる社会づくり

名　　称 平成23年度 平成24年度 平成25年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

要介護・要支援認定をう
けていない65歳以上の市
民

意図
事業
目的

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

基本チェックリスト実施
者数

23,311 26,067 28,108 人 ↗↗↗

チェックリスト回収率 80.24 86.44 88.40 % ↗↗↗ 年度末実施者／発送者

4,952 5,350

平成24年度

16,193,812 16,632,627

0.60

人 →→5,490

→→1,295 843

15,963,333

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

23,195,132 23,395,147 23,519,533

　地域支援事業実施要綱に基づき、国で決めら
れたチェックリストの項目に従い、生活機能が
低下しているものを選び出し、介護予防事業へ
の参加を促している。また、二次予防事業対象
者ではない方に介護予防の情報を提供できるよ
う、チェックリストの活用方法や介護予防のヒ
ントを記載した通知を作成した。
　チェックリスト返送時に現在の状況のコメン
トがある方には、必要に応じて対応し、早期支
援につなげている。
　未回収者への訪問で介護予防の啓発や、
チェックリストの必要性を伝えているためか、
回収率は増加している。未回収訪問で支援が必
要と思われる方は地域包括支援センター等へつ
ないでいる。

平成23年度 平成25年度

1.46 1.46 2.00

7,001,320 6,762,520 7,556,200

0.60 0.60

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

支援が必要と思われる市民を発見でき、早期に対応
し、支援につなげることができている

Ｂ　必要性は変わら
ない

Ａ　市が担うべき

有効性 Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

③取り組
みの課題

より効率的な二次予防事業対象者把握
のため、チェックリストの結果を地域
包括支援センターと共有し、地域にお
ける二次予防対象者の実態把握を行
う。

④今後の
改善計画

平成27年度の介護保険法の改正によ
り、二次予防事業対象者把握方法の変
更が予測されている。国の動向を鑑み
ながら、効果的な把握方法を検討して
いく。

①今年度
(H25)の
改善計画

②今年度
(H25)に
実施した
取り組み

未回収者への訪問を継続実施し、訪問
時不在者に対しては、チェックリスト
の活用の仕方や、介護予防が必要であ
ることを知ってもらうためにチラシを
配布して周知していく。

要介護状態になるリスクが高くなるといわれて
いる75歳以上の未回収者を中心に訪問。チェッ
クリストに同封する書類に介護予防の情報を盛
り込み自身で介護予防に取り組めるよう工夫し
た。


